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要　　約
ヨード、ビタミンA、鉄の3大微量栄養素の欠乏症の中で、鉄欠乏貧血症（Iron Deficiency

Anemia: IDA）は、途上国において最も対策の遅れている健康問題のひとつである。本稿で

は、栄養性貧血としての IDAに関する文献レビューを行い、途上国の IDA対策支援を日本

がどのように行っていくべきか、議論するための基礎資料を得ることを目的とした。

栄養性貧血としてのIDAへの対策には、食事改善、鉄強化食品の利用、鉄剤投与がある。

IDAリスクの高い集団にこれらの方法を複数併せた場合、その効果が上がることが知られ

ている。しかし、こうした IDA対策を実施するためには、解決しなくてはならない問題点

がいくつかある。まず、基礎研究の問題点として、IDAの診断方法、鉄と鉄吸収に関する

栄養素の動態について、さらに研究が必要である。次に、IDAプログラム運営上のさまざ

まな問題点がある。最後に、アドボカシー（政策提言や啓蒙活動）強化が不十分であるた

め、必要な予算措置が取られず、IDA対策への保健医療従事者の意欲が喚起されないとい

う問題点もある。

これらの問題を解決するために、日本は、さまざまな協力ができる。まず、日本の強化

食品の製造技術と経験を、日本と食文化の似ているアジア諸国で生かすことができる。特

に醤油への鉄添加に関して日本は世界で最も優れた技術を有しており、他国には困難な支

援が可能である。次に、IDA改善をプログラム目標と定めた事業を行い、IDA対策の運営

方法を改善することも可能である。最後に、専門家が、IDA対策の重要性を説明すること

で、アドボカシー活動を強化できる。

今後日本は、IDA対策に関するさまざまな援助実績を重ね、さらに IDA対策を重要課題

とする国際機関とのパートナーシップを強化すべきである。そのためにも、各種援助機関

や大学など、各方面からの積極的な参加が期待される。

ABSTRACT
Iron deficiency anemia (IDA) is one of the most frequently observed nutritional defi-

ciencies with the least effective counter-measures in developing countries. This article
reviews previous studies on IDA caused by lack of nutrient intake. It then aims to provide
basic information for discussions on how Japan should carry out IDA control programs in
developing countries.

To control IDA, four approaches are usually taken: dietary intervention, iron-fortifica-
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tion, iron supplementation, and parasite control. The most effective IDA control is first to
identify the risk groups and then combine several of the approaches mentioned above. In
practice, however, more efforts are needed to solve the following three major problems in
controlling IDA.

First, efforts are needed to study the basic science of IDA such as diagnostic methods
and nutrient dynamics related to iron and iron absorption. Second, more effective IDA
control programs await implementation. Third, advocacy should be strengthened to get
sufficient budget for IDA control and to motivate health workers in the field.

Japan can play important roles in solving the above-mentioned problems. First, Japan
has the most advanced technology in the world to fortify iron in soy/fish sources. Such a
technology can be applied to other Asian countries where food and eating habits are simi-
lar. Second, Japan can improve the IDA program management through JICAﾕs various
existing overseas cooperation schemes. Lastly, JICA experts can work for the advocacy of
IDA control programs in various countries.

The authors suggest Japan should promote a greater variety of IDA control programs in
developing countries by strengthening partnership with other donor agencies and develop-
ment organizations that aim to eliminate IDA from the world. To make this dream come
true, existing Japanese agencies and research institutions are expected to join more active-
ly in IDA control programs.

はじめに

「私たち159カ国の代表は、飢餓を撲滅し、すべ

ての栄養不良を減少させるための決意をここに宣

言する」。これは、1992年に開かれた国際栄養会議

の世界栄養宣言の冒頭文である（Latham［1997］）。

この宣言文の中で、開発途上国（以下、途上国）

の人口の約20%が最低必要なエネルギー量を満た

すことができていないこと、アフリカ、アジア、

中南米に住む5歳未満の子どもの栄養不良の割合

が増加傾向にあることが示された。しかし、これ

らの原因に対する対策は困難であり、同宣言文が

出されてから10年を経たものの、栄養不良の状況

に大きな改善は見られない。栄養不良の原因は多

様であり、食事の内容や量、社会や経済の状態、

心理的情緒的な要因などがある。

栄養素のうちビタミンとミネラルのような生体

機能を調整する栄養素は、微量ながら生体に必要

な物質であり、微量栄養素と呼ばれ、その栄養素

欠乏症に関しては、保健医療からのアプローチに

よる改善が可能である（Allen［2001］）。

微量栄養素のうち、鉄、ヨード（ヨウ素が正確

な表現であるが、ヨードが一般的に使われている

ため、本稿ではこの用語を用いる）、ビタミンAの

欠乏症は、世界規模で極めて多くの人口集団に見

られる問題であり、3大微量栄養素欠乏症と呼ばれ

る。ヨード欠乏症（IDD）とビタミンA欠乏症

（VAD）は、先進国でほとんど見られなくなり

（Mason［2001］）、途上国においても効果的な対策

による成果が認められ、IDDとVADは減少傾向に

ある（Mason［2001］）。一方、鉄欠乏症貧血症

（IDA）は、世界に約20億人（WHO［2002］）いる

といわれている貧血症の約50%を占め（Merson

［2001］）、その対策が立ち遅れていることから、微

量栄養素欠乏症の中で最も注目すべきテーマであ

る。IDAの対策の重要性は、途上国の妊産婦死亡

の10分の1が貧血症に起因すると推定されている

ことや、鉄欠乏症による子どもの知能の発育延滞

や労働生産力低下が、社会に与える損失は計り知

れないこと（WHO［2002］）からも明らかである。

途上国における IDAの主な原因には、鉤虫
こうちゅう

やマ

ラリア等の寄生虫疾患と鉄と鉄の吸収にかかわる

栄養素摂取不足がある（WHO［1992］, Allen他

［2000］）。寄生虫疾患によるIDAへの対策には、す

でに有効な方法が確立されおり（Pawlowski［1991］）、
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栄養素摂取面からの主な IDA対策は、鉄分の継

続的な補充であるが、IDAは、自覚を伴いにくい

ため、改善に向けての本人の努力の意思が希薄に

なる傾向がある。また、保健医療従事者は毎月鉄

剤を配布し、そのモニタリング調査が必要である

が、作業量が多いわりに改善が見えにくいため、

対策への意欲が高まりにくい。そこで、IDA改善

には、当事者と保健医療従事者が、改善に向けて

努力していけるような環境の整備が必要である。

II 途上国における主なIDA対策

途上国におけるIDA対策には4つの方法がある。

食事改善、鉄強化食の利用、鉄剤投与、寄生虫対

策である（Allen［2001］）。リスクの高い集団を対

象に、これらの方法を複数併せた場合、その効果

が上がることが知られている（Trowbridge［2002］）。

本稿では、寄生虫疾患対策以外の栄養素摂取不足

によるIDA対策の詳細を述べる。

1. 重症度別の貧血症対策の概要

IDAを含む貧血症は、その重症度に応じた対策

がとられる（WHO［2001］）。妊婦に関する貧血症

のWHO診断基準は、海抜0m地点で、ヘモグロビ

ン値が7.0～10.9g/dlの場合を軽度の貧血症とし、

7.0g/dl以下の場合を重度の貧血症と定めている

（WHO［2001］）。表に、重症度別の貧血対策の概要

を示した。

貧血が軽度の場合は、一般に食事改善と鉄強化

食利用の2つの方法が採られる。食事改善は、個

人や集団を対象に、貧血に対する意識を高めるこ

とのできる継続性の高い方法である。鉄強化食品

の利用は、大きな集団を対象とし、個人の努力に

頼らず実施できる方法である。

一方、貧血が重度の場合は、即効性があり、確

実に効果の見られる鉄剤投与を行うことが一般的

である。しかしながら、鉄剤は、毎日継続して服

用しなければ効果が現れにくいため、忘れずに飲

むという本人の努力が必要とされる点が課題で

ある。

日本は微量栄養素欠乏問題への途上国援助方針を

明確に打ち出している（葛西他［1999］）。一方、

栄養素摂取不足としてのIDAへの対策については、

1993年の日米コモンアジェンダ、1996年の橋本－

クリントン共同宣言（外務省［1996］）、2000年の

沖縄感染症イニシアティブ（外務省［2001］）の中

で、「微量栄養素欠乏症を重要な課題とする」と述

べるにとどまっており、具体的な対策について言

及し得ていない。そこで、本稿では、文献レビュ

ーにより、まず、栄養素摂取不足としての IDA対

策に、食事改善、鉄強化食の利用、鉄剤投与があ

ることを示す。次に、これらの対策を実施してい

くために、基礎研究の強化、運営方法の改善、ア

ドボカシーの強化が必要であることを示すととも

に、IDA対策への協力の可能性を示した。最後に、

日本の援助の特徴を示し、今後どのような形で日

本が途上国において、この重要な課題に対する支

援を行っていくべきかについてまとめる。

I IDAの症状と社会への影響

IDAの一般的な症状は、蒼白、息切れ、めまい、

易疲労感、頭痛である（Stoltzfus［1998］）。このよ

うな症状が出ても体が IDAに順応して、酸素供給

不足を代償している間は、日常生活は可能である。

しかし、こうした症状に伴って、IDAは運動能力

や労働生産性を低下させ、さらに重度になると、

頻脈症、静止時の息切れ、浮腫が症状として現れ

る（Stoltzfus［1998］）。

妊婦と5歳未満の子どもは、IDAの高リスク群と

して知られている（Mason［2001］）。妊婦は、胎児

の成長に伴い鉄分の必要量が増加し、出産時には

大量に出血するので、重度のIDAに陥った場合は、

母体の罹病率、死亡率を増加させる。さらに胎児

への酸素供給不足により、未熟児や早産、死産の

原因にもなる（van den Broek［1998］）。また、5歳未

満の子どもの場合には、身体の急速な成長に伴い、

鉄の必要量が増加するため、欠乏症を起こしやす

い。その結果、知力や運動能力の低下を引き起こ

し、集中力ややる気を低下させる（Beard［1995］）。
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2. 食事改善

IDA対策としての食事改善には、食事中に含ま

れる鉄と鉄の吸収を促進する栄養素の摂取を増や

す方法と、吸収を阻害する栄養素の摂取を減らす

方法の2つがある。

(1) 吸収促進

食事中の鉄と鉄の吸収を促進する栄養素を増や

す方法としてよく知られているのは、動物性食品

と野菜などの摂取量を増加させることである。ペ

ルーでは動物の内臓の摂食（Carrasco-Sanez［1998］）、

タイでは魚の養殖、家禽の飼育、家庭で生産した

動物性食品と野菜の消費（Smitasiri［1999］）、ベト

ナムでは養殖魚の食用（English他［1997］）が推進

されてきた。これらは、IDA対策として効果が期

待できる例である。実際、ペルーで、15歳から49

歳までの女性310人を対象に上記の食事改善対策

を４カ月間行った結果、食事ごとのヘム鉄の摂取

量が225%増加し、妊娠していない女性の貧血症の

割合が49%から41%に減少した（Carrasco-Sanez

［1998］）。

なお、タイと ベトナムの食事改善対策の効果は

明確ではなかった。その理由は次のとおりである。

タイの学校で、10歳から13歳までの学齢期の女子

を対象に栄養教育と鉄剤投与を同時に行った結果、

鉄分とビタミンCの摂取量が増加し IDAが改善さ

れた。しかし、栄養教育が食事改善、さらに鉄分

とビタミンCの摂取量増加にどの程度寄与したか

は明確でなかった（Smitasiri［1999］）。ベトナムで

は、貧血の診断が対策事業の実施前になされてい

なかったため、評価ができなかった（English他

［1997］）。

鉄の摂取量を増やすことは、食事の種類だけで

なく、調理器具の種類を変えることによっても可

能である。エチオピアで行った研究では、葉野菜

と肉を鉄鍋を使って調理した場合、アルミ鍋、土

鍋を使った場合と比べて鉄の摂取量が1.5倍から2

倍多くなった（Adish［1999］）。また、407人の健康

な幼児を鉄鍋を使う群とアルミ鍋を使う群の2群

に分けたところ、12カ月間鉄鍋を使った群では、

同じ期間アルミ鍋を使った群に比べて、幼児のヘ

モグロビン値が 1.3g/dL多く上昇した（Adish

［1999］）。また、14人の貧血のない男性が、品種改

良をしたフェチン含量の少ない種類のメイズを2

週間食べた結果、鉄分の吸収率が平均約3%上昇し

た（Mendoza［1998］）。その一方、東南アジア諸国

では、野菜から摂取するビタミンCが、主食の穀

類に含まれているフェチンによる鉄吸収阻害を緩

和したという報告もある（Hallberg［1992］）。

(2) 吸収改善

食事中に含まれる鉄の吸収を阻害する栄養素で

あるタンニン、フェチン、カルシウムなどを減少

させる方法がある。たとえば、食事中にお茶を一

杯飲むだけで、タンニンが鉄の吸収率を約60%下

げることが知られている（Ruel［2000］）。また、母

乳、牛乳、チーズに含まれるカルシウムも、鉄吸

収阻害因子として知られている（Allen［2000］）。

表　重症度別のIDA（鉄欠乏貧血症）対策の概要

方　　法 ¡食事改善 ¡強化食品 ¡鉄剤投与 

対象集団 ¡一般住民 

（個人、集団） 

¡一般住民 

（大きな集団） 

¡高リスク群 

（妊婦、乳幼児） 

欠　　点 ¡改善に時間を 

　要する 

¡忘れず飲むという本人 

　の努力が必要である 

利　　点 ¡継続性が高い 

¡貧血に対する 

　意識が高まる 

¡本人の努力に 

　頼らない 

¡即効性がある 

¡確実に改善する 

重度の貧血 軽度の貧血 

出典：Allen [2001], Trowbridge [2002] をもとに筆者が作表． 
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このように、食事の内容を工夫することで軽度

のIDAを改善することができる。ただし、文化的、

経済的な理由により、食事を変えるには時間を要

することが多い。その場合、食事改善と同時に、

鉄強化食の利用や鉄剤の服用によって不足した鉄

分を補うことが必要である。

3. 鉄強化食品の利用

食品強化とは、健康維持あるいは治療を目的と

して、常食している食品に栄養素を付加して摂取

する方法である（Lotfi［1996］）。鉄強化食品の利用

は、このように広く常食されている食品に鉄を付

加するので、鉄済投与のように個人の努力を要す

ることなく、大きな集団のIDA対策に有効である。

ただし、鉄強化食品の利用を全国規模で展開する

ためには、国家対策として明確に鉄強化食品推進

の方針を打ち出す必要がある。

これまで鉄は、小麦粉、米などの穀類や塩、砂

糖、醤油などの調味料に付加されてきた（Mason

［2001］）。穀類は、多くの国々で貧富の差なく常食

され、また、製粉加工する工場と流通販売の経路

の数が限定されているため、鉄を付加し全国に普

及するのに適した媒体だからである（Lotfi［1996］）。

しかし、穀類は、鉄吸収阻害作用のあるフェチン

を多く含むので、鉄の付化食品としては効率が悪

いとも指摘されている（Hurrell［2002］）。こうした

限界を克服する目的で、フィリピンでは、鉄強化

米の開発を進め、貧困層に安価な鉄強化米を流通

させる努力が進められている（Manner［2002］）。ま

た、ベトナムや中国では、穀類より鉄吸収の効率

が高い食品を鉄強化食品として選択し、IDAを抱

える住民の鉄の摂取量を高める研究を行ってきた。

ベトナムでは、152人の貧血の女性を対象にした

110日間の鉄強化魚醤利用の介入研究を行った結

果、ヘモグロビン値の上昇が認められた（Pham

［2003］）。また、中国でも、鉄強化醤油の開発が進

行中である（Huo［2003］）。

4. 鉄剤投与

鉄剤投与は、即効性のある IDA対策として臨床

試験で効果が認められている。しかし、公衆衛生

の現場では、鉄剤の継続的な服用が困難なため、

地域住民全体への介入方法としては効果の上がり

にくい方法である（Earl［1993］）。このような困難

さがあるため、国レベルで、鉄剤投与による IDA

の改善効果が報告されている事例は極めて少ない。

先進国の事例としては、スウェーデンからの報

告がある（Hallberg［1979］）。同国では、1963年か

ら69年に16歳から46歳の女性を対象に3つの異な

る貧血調査（対象人数計6775人）を行った。その

結果、当初25～30%だったIDA患者が、約10年後

の74年から75年（対象人数計803人）には、6～

7%にまで激減した。この約20～25%の改善の要因

として最も効果の高かったのは、マスメディアを

通して大衆に情報が伝わったことによる鉄剤の摂

取量の増加（10%）であった。それに次ぐ要因は

小麦粉に付加した鉄量の増加（7～8%）、次に、経

口避妊薬を服用することによる出血時の鉄量損失

の減少（3～4%）、そして最後に、ビタミンC剤摂

取量の増加（3%）である。

途上国の事例として、タイでは、80年代に始ま

った国レベルの IDA対策の一環として、鉄剤投与

を行った。その結果、80年から90年の10年間で妊

婦の I D Aの割合が 4 1 %から 2 5 %に減少した

（Winichagoon［2002］）。このIDA対策を進めるにあ

たって、村のヘルスボランティア・ワーカーたち

は、妊婦を訪問し続け、妊娠8カ月目までは毎月、

それ以降出産までは月に2度、産前検診に行くこ

とを奨励した。このようにして、より多くの妊

婦が、安心して、また忘れずに鉄剤を飲めるよ

うになった。

しかしながら、このような国レベルでの鉄剤投

与による大規模な IDA対策は、世界の多くの国で

成功しているとはいい難い。

III IDA対策の問題点

第 II章に示した栄養素摂取不足による IDAへの

対策の現状を改善していくためには、乗り越えな

くてはいけない問題点がいくつかある。とりわけ
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重要なのは、基礎研究の充実、運営方法の改善、

アドボカシー強化である。

1. 基礎研究の充実

IDAの診断に関する研究、鉄と鉄吸収に関係す

る栄養素の研究については、まだ解決されていな

い研究の課題が残されている。

(1) IDAの診断に関する研究

多くの途上国において、IDAの診断は、ヘモグ

ロビン値を用いて行われており、Hemocue ®

（Akiebolaget Leo Diagnostics社、ヘルシンキ市、ス

ウェーデン）の開発により、フィールドでヘモグ

ロビン値の測定を簡単に行えるようになったこと

は大きな成果である（von Schenck［1986］）。

Hemocueは、わずか10μlの血液サンプルで、ヘモ

グロビン値を即時に分析できる簡易測定機器であ

る。ポータブルなうえに、複雑な操作を必要とし

ないのがその特徴である。

本来 IDAの診断は、血清フェリチン値の測定が

必要であり、ヘモグロビン値はあくまで目安にす

ぎないが、途上国において公衆衛生活動の一環と

して血清フェリチン値を測定するには、経費が高

く実行が困難である（Stoltzfus and Dreyfuss［1998］）。

また、IDAの基準は、人種やライフステージ（生

涯の各段階）によって異なることが指摘されてい

るので、地域に応じて IDAを正確に定義する基礎

研究が必要とされる（Earl［1993］）。

(2) 鉄と鉄吸収に関係する栄養素の研究

これまでに、吸収されやすい鉄について研究が

進められた結果、NaFeEDTA鉄の吸収率が高いと

いうことがわかってきた（Hurrell［2002］）。さらに、

NaFeEDTA鉄を付加する際、媒体になる食品の選

択（Hurrell［2002］）、費用対効果の高い方法（Allen

［2001］）についての研究が行われているところで

ある。1998年の International Nutritional Anemia

Consultative Group（以下INACG）によるIDAのガイ

ドラインは、鉄の吸収を促進するために最も重要

な栄養素として、葉酸を推奨している（Stoltzfus

［1998］）。それ以外には、ビタミンB12、ビタミン

A、ビタミンCが、鉄吸収を促進させる効果がある

と報告されている（Allen［2002］）。すでに示した

ように、フェチン、タンニン、カルシウムは、鉄

吸収阻害要因として知られている（Allen［2000］）。

今後の鉄と鉄吸収に関係する栄養素の研究課題

は、NaFeEDTA鉄を鉄強化食品とすることによる

食品の色や味の変化、賞味期間、付加する鉄の適

量、人が鉄強化食品を摂取したときの血中ヘモグ

ロビン値がどのように変化するか。

次に、鉄強化の際、どのような鉄を食品に付加

するかという研究課題がある。特に、鉄強化は、

食品の色や味に変化をもたらしやすいので

（Hurrell［2002］）、食品に付加する鉄化合物に関し

ての基礎研究が必要とされる。

最後に、ビタミンAとヨードに比べて、鉄は、

他の栄養素と反応して吸収阻害を起こしやすいた

め（Hurrell［2002］）、媒体となる食品に含まれてい

る栄養素との相互関係を調べる必要がある。単一

の栄養素の鉄吸収への影響が評価されていても、

複数の栄養素の相互関係を含めたIDAへの効果は、

十分に評価されないままである（Allen［2000］）。

2. 運営方法の改善

国レベルの IDA対策の効果が確認された事例と

して、スウェーデンとタイからの報告を第II章の4

「鉄剤投与」に示した（Mason［2001］）。スウェー

デンでは、マスメディアを通し女性の鉄剤服用の

重要性を伝達した結果、鉄剤の摂取量が増加し、

出産可能な年齢層の女性のIDAが改善した。次に、

タイでは、村のボランティア・ワーカーが繰り返

し訪問した結果、鉄剤を忘れずに飲む環境が整い、

妊婦のIDAが改善した。この2カ国のIDA改善の共

通要因は、高リスク群に鉄剤に関する情報が繰り

返し伝達されたことである。

しかしながら、IDA対策の改善効果が報告され

ている途上国の事例は比較的少ない。その原因は、

さまざまな点から指摘されている。まず、鉄剤の

配布が十分な監督下に定期的に行われなかったこ

と（Mason［2001］）。次に、途上国の患者の多くは、

自分の健康の問題が IDAによるものと認識しにく

い環境下におり、継続的な鉄剤の服用を好まなか
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ったこと（Earl［1993］）。最後に、IDAが公衆衛生

上の重大な問題であるという保健従事者の認識が

低く、患者へのカウンセリングが不十分であった

ことなどである（Allen［2001］）。これらの原因を

取り除き、より効果的な IDA対策を進めていくた

めのフィールド・リサーチが、今後ますます必要

とされる。

3. アドボカシー強化

1990年の国連世界子供サミットは、「2000年まで

に成人女性の貧血症を3分の1に減少させる」こと

を目標のひとつに掲げた（WHO［1999］）。しかし、

世界中の IDA対策に取り組む諸機関の努力にもか

かわらず、IDAは世界規模で改善しているとはい

えない（UN［2001］）。こうした事実を深刻に受け

止め、WHOは2002年10月、人々の健康に重大な

影響を与える10の危険因子の1つとして、鉄欠乏

症を取り上げた（WHO［2002］）。これは、IDA対

策に関するアドボカシーを強化してきた成果とい

える。

過去の IDD対策の取り組みを見ると、当初は、

IDDを医学的問題としてのみとらえていた。しか

し、やがて経済的に負の影響をもたらし得る知

力の低下を問題とするようになり、より大きな

人口集団に対するアドボカシー活動がなされ対

策が促進された経緯がある。

しかしながら、IDA対策として鉄剤を妊婦に配

布している国は、49カ国であり（Mason［2001］）、

IDD対策としてヨード添加塩普及制度を敷いてい

る国が、74カ国であるのに比べると少ない。また、

IDA対策を行っている国でも、配布される鉄剤は、

全体必要量の約3%にしか到達していないとも報告

されている（Mason［2001］）。IDAは、IDDと同じ

ように、国家に重大な損失を与え得る公衆衛生の

問題であり、その問題を抱えている人の数も IDD

の問題を抱える人口集団より多い（Mason［2001］）。

それにもかかわらず対策が遅れている大きな原因

は、鉄剤配布方法などの運営上の問題に加えて、

IDAが、食塩のヨード添加のような簡単な方法で

は解決できないためである。また、対策が複雑で

実施困難であり、効果が明確に現れにくく、さら

には研究者の数も少ない。このような現状を踏ま

えて、基礎研究強化、運営方法の改善、援助機関

や途上国の各国政府に対する IDA対策のアドボカ

シー強化を進めていくことが今後の課題である。

IDA対策の重要性を説明するのに十分な科学的根

拠がそろっている現在、政策立案者の心を動かし、

IDA対策予算を獲得することは可能である。

IV 今後の可能性

上に示した問題点を解決していくうえで、日本

はさまざまな方法で協力し得る。図は日本の IDA

対策への協力の可能性を、具体的なスキームとし

て示したものである。

まず、基礎研究については、日本の大学や食品

会社に蓄積された食品加工技術と経験を、鉄強化

食の開発に生かすことができる。とりわけ、醤油

の鉄強化に関しては、日本が世界で最も進んだ技

術を有している。また、世界の中でも特にアジア

諸国は、食文化が日本と似ているので、日本の技

術と経験を生かしやすい。実際、食品会社で構成

されているNPO団体であるILSI Japan（日本国際生

命科学協会）は、フィリピンで鉄強化米、ベトナ

ムで鉄強化魚醤油（Pham［2003］）、中国で鉄強化

醤油（Huo［2002］）の開発において、技術支援と

資金協力を行っている。そのほかにも魚醤を日常

的に用いているカンボジアやバングラデシュも今

後の協力対象国となり得る。

次に、IDAプログラムの運営方法については、

保健従事者や高リスク群の妊婦などの行動変容を

目指した直接的なアプローチが有効である。日本

のIDA対策への協力は、JICAの母子保健やリプロ

ダクティブ・ヘルス分野の技術協力事業の中で、

妊婦への健康教育や医療従事者のトレーニングの

一部として実施されている。

現在までの個々の協力だけでなく、IDA改善を

プログラムの目標と定めた新規事業を行うことも

可能である。この IDA改善プログラムとは、チー

ム派遣、子どもの福祉無償、草の根技術協力、マ
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ルチ・バイ協力という日本のさまざまな形態の協

力を組み合わせて、包括的な IDA対策を行うこと

である。

チーム派遣という、専門家と複数名の青年海外

協力隊員を同一地域に集中的に派遣し、必要に応

じて研修員受入れと機材供与を有機的に組み合わ

せる派遣形態もある。専門家が、保健省の IDA対

策を支援するにあたり、地方の中核病院に配属さ

れた青年海外協力隊員と密接に連絡を取ることは、

非常に重要なことである。青年海外協力隊員は、

その地域に住む人たちの生活や環境を理解できる

存在であり、専門家は、複数の青年海外協力隊員

を通して、国のさまざまな地域の現状を知ること

ができるので、質の高いモニタリングと望ましい

行動変容へのアプローチとして、有効な方法で

ある。

子どもの福祉無償は、IDA対策の啓蒙普及活動

に必要な教育機器や鉄剤を途上国政府に供与する

ことができるスキームである。まず、鉄剤配布は、

貧困によって鉄剤を購入できない人への支援と、

IDAの改善を動機づける啓蒙普及活動が、重要と

される。次に、鉄強化食品については、すでに今

までの研究から、NaFeEDTA鉄の吸収率が高いこ

とがわかっている。しかし、NaFeEDTA鉄は高価

であるため、鉄強化によって従来より高くなる鉄

強化食品のコストは、消費者、政府、食品会社が

協力して負担しなければいけない。ところが、途

上国においては、このいずれの3者も経済力が弱

く負担が困難である。そこで日本は、援助国とし

て当分の間、NaFeEDTA鉄を供与することによっ

て、鉄強化食品の生産と流通を推進し、IDA改善

に協力できる。鉄強化食品は、広く市場に流通す

るので、包装の工夫により、啓蒙普及効果を持た

せることも可能である。

草の根技術協力は、途上国において、日本の

NGO、公益法人、地方自治体、大学などの団体と

JICAが共同事業として実施するものである。日本

には、今までNGOや公益法人や地方自治体が女性

の健康のために実施してきたさまざまな事業があ

る。また、大学は、鉄と鉄吸収についての基礎研

究や女性の鉄欠乏性貧血症に関する調査研究を行

っている。この蓄積してきた経験や技術は、途上

国のIDA改善に活用することができる。

マルチ・バイ協力は、日本からの二国間援助と

鉄欠乏性貧血症改善プログラム 

（チーム派遣，子どもの福祉無償，草の根技術協力，マルチ・バイ協力） 

運営方法の改善 

政策立案 

鉄欠乏性貧血症に関する政策立案の支援 

研修・教育支援 

草の根技術協力 

シニア海外ボランティア 

ＩＥＣ活動支援 

草の根技術協力 

海外青年協力隊 

基礎研究の充実 

インフラ整備 

無償資金協力 

アドボカシー強化 

人材育成 

研究支援 

草の根技術協力 

 

研究調査 啓蒙普及活動 

図　鉄欠乏性貧血症対策への日本の協力の可能性
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多国間援助のそれぞれの利点を組み合わせたもの

である。現在まで微量栄養素対策に関連したマル

チ・バイ協力としては、ニカラグアでのWHO、

JICAによるビタミンAシロップの供与や、モンゴ

ルやバングラデシュでの IDD対策におけるWHO、

UNICEF、JICAとの協力実績などがある（入江

［2001］）。

最後に、IDAのアドボカシーについては、世界

規模で IDA対策を行っている諸機関と連携を保つ

ことが重要である。その中で、Micronutrient

Initiative（MI）、 INACG、The Iron Deficiency Project

Advisory Service（IDPAS）は、特に注目に値する活

動を行ってきた。MIは、IDAの基礎研究と統計資

料を作成してきた（Allen［2000］）。INACGは、専

門家集団による栄養性貧血対策にかかわるシンポ

ジウムの開催とガイドラインを作成している

（WHO［2002］）。そしてIDPASは、IDA対策に関す

る包括的な情報にインターネット上でアクセスで

きる環境整備を行ってきた注 1）。日本のIDA対策へ

の協力は、このような世界の IDA対策を行ってい

る諸機関とのネットワークづくりによって、さら

に活動を強化し得る。

おわりに代えて

日本は、IDA対策に必要な課題である基礎研究

の充実、運営方法の改善、アドボカシー強化に対

してさまざまな方法で協力し得る。そして、ODA

としては、有償・無償の資金協力、技術協力、マ

ルチ・バイ協力により、さまざまな規模の協力を

行うことが可能である。今後日本は、IDA対策に

関する援助実績を重ね、さらに IDAを重要課題と

する国際機関とのパートナーシップを強化するべ

きである。そのためにも、各種援助機関や大学な

ど各方面からの積極的な参加が期待される。

注　釈

1) I D A 対策の包括的なウェブサイトとして，

http://www.micronutrient.org/idpas/がある．参照されたい．
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